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●
専
決
処
分
（
市
税
条
例
等
一
部
改
正
）

5
　
消
費
税
増
税
に
関
係
す
る
軽
減

措
置
の
部
分
と
、
税
制
改
正
で
行
わ

れ
る
部
分
は
ど
の
よ
う
な
も
の
か
。

6
　
消
費
税
率
10
％
へ
の
引
き
上
げ

延
期
に
伴
う
税
制
措
置
に
つ
い
て
、

一
つ
目
は
、
27
年
度
に
影
響
が
想
定

さ
れ
た
二
輪
車
に
係
る
税
率
の
引
き

上
げ
時
期
を
平
成
28
年
４
月
１
日
に

１
年
延
期
す
る
も
の
で
あ
る
。
影
響

額
は
、
約
３
２
０
０
万
円
程
度
の
減

額
が
想
定
さ
れ
る
。
二
つ
目
は
、
住

宅
ロ
ー
ン
控
除
に
係
る
適
用
期
限
の

延
長
で
、
１
年
６
カ
月
延
長
し
平
成

31
年
６
月
30
日
ま
で
と
す
る
も
の
で

あ
る
。
減
収
額
に
つ
い
て
は
地
方
特

例
交
付
金
に
よ
り
全
額
国
費
で
補
塡

さ
れ
る
予
定
で
あ
る
。
ま
た
、
通
常

の
税
制
改
正
に
伴
う
変
更
点
で
は
、

一
定
の
環
境
性
能
を
有
す
る
軽
四
輪

等
に
つ
い
て
グ
リ
ー
ン
化
特
例
を
導

入
す
る
も
の
で
あ
る
。
28
年
度
の
影

響
額
に
つ
い
て
、
約
６
０
０
万
円
の

減
額
が
想
定
さ
れ
る
。

●
個
人
情
報
保
護
条
例
一
部
改
正

5
　
警
察
等
か
ら
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
と

し
て
市
で
管
理
す
る
情
報
が
犯
罪
捜

査
や
行
方
不
明
捜
査
の
た
め
警
察
へ

提
供
さ
れ
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る

が
、
そ
れ
以
外
に
警
察
等
が
マ
イ
ナ

ン
バ
ー
に
関
す
る
情
報
を
必
要
と
す

る
こ
と
は
あ
る
の
か
。

6
　
法
令
の
規
定
に
の
っ
と
っ
た
範

囲
内
で
は
、
警
察
等
へ
情
報
の
提
供
、

収
集
が
で
き
る
と
さ
れ
て
い
る
が
、

警
察
の
通
常
の
犯
罪
捜
査
に
つ
い
て

は
規
定
が
な
い
た
め
、
情
報
を
提
供

す
る
こ
と
は
現
状
で
は
な
い
。

●
手
数
料
条
例
一
部
改
正

5
　
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
の
導
入
に

関
し
て
、
自
治
体
の
負
担
は
ど
の
く

ら
い
か
。

6
　
市
民
課
の
事
業
費
の
予
算
で
約

２
億
４
０
０
０
万
円
で
あ
る
。
そ
の

う
ち
約
１
億
４
０
０
０
万
円
が
国
の

補
助
金
で
あ
る
。

5
　
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
に
関
し
て
責

任
を
も
っ
て
対
応
で
き
る
部
署
を
置

く
べ
き
で
は
な
い
か
。

6
　
情
報
政
策
課
の
情
報
セ
キ
ュ
リ

テ
ィ
ー
の
担
当
と
市
民
課
と
で
協
議

し
て
い
き
た
い
。

●
近
隣
セ
ン
タ
ー
条
例
一
部
改
正

5
　
沼
南
に
は
沼
南
の
や
り
方
や
文

化
が
あ
っ
た
。
柏
市
の
制
度
に
統
一

す
る
の
で
は
な
く
、
沼
南
の
文
化
を

残
す
や
り
方
は
な
か
っ
た
の
か
。

6
　
公
民
館
の
貸
し
出
し
方
法
は
ほ

ぼ
同
じ
で
あ
り
担
保
さ
れ
る
。
今
後
、

地
域
と
公
民
館
の
利
用
者
が
同
じ
拠

点
を
使
う
こ
と
で
、
さ
ら
に
地
域
づ

く
り
が
発
展
す
る
こ
と
を
考
え
て
い

る
。

5
　
杓
子
定
規
な
事
務
対
応
だ
け
で

な
く
、
地
域
の
人
・
関
係
部
署
と
の

連
携
を
と
り
、
今
よ
り
も
っ
と
よ
い

環
境
を
整
え
て
も
ら
い
た
い
が
ど
う

か
。

6
　
各
部
署
間
・
地
域
住
民
と
連
携

し
な
が
ら
進
め
て
い
き
た
い
。

●
重
度
心
身
障
害
者
医
療
費
支
給
条

例
一
部
改
正

5
　
自
己
負
担
３
０
０
円
を
支
払
う

方
の
人
数
及
び
市
民
税
所
得
割
が
非

課
税
で
ゼ
ロ
円
の
方
の
人
数
は
。

6
　
26
年
度
の
制
度
利
用
者
が
４
７

６
６
人
で
、
そ
の
う
ち
３
０
０
円
の

方
が
１
９
５
７
人
、
ゼ
ロ
円
の
方
が

２
８
０
９
人
で
あ
る
。

5
　
８
月
か
ら
実
施
予
定
で
あ
る

が
、
今
後
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
。

6
　
現
物
給
付
と
な
る
制
度
改
正
の

周
知
を
図
る
た
め
全
対
象
者
に
個
人

通
知
を
発
送
し
、
広
報
か
し
わ
や
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
へ
の
掲
載
を
考
え
て
い

る
。
ま
た
現
物
給
付
を
開
始
す
る
た

め
に
必
要
な
受
給
券
や
申
請
書
の
印

刷
、
制
度
移
行
に
向
け
て
の
電
算
シ

ス
テ
ム
の
最
終
調
整
、
３
師
会
へ
の

説
明
な
ど
を
順
次
、
行
っ
て
い
く
。

●
財
産
取
得(

中
原
小
学
校
給
食
用

備
品)

5
　
１
校
当
た
り
２
０
０
０
万
円
か

か
る
。
し
っ
か
り
と
計
画
性
を
持
つ

べ
き
と
考
え
る
が
今
後
の
予
定
は
。

6
　
給
食
開
始
30
年
を
超
え
た
施
設

が
11
校
あ
る
。
施
設
、備
品
の
状
態
、

児
童
数
の
増
減
を
踏
ま
え
優
先
順
位

を
決
め
計
画
的
に
進
め
て
い
き
た
い
。

●
27
年
度
一
般
会
計
補
正
予
算

5
　
適
応
指
導
専
門
指
導
員
を
２
名

増
員
す
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
が
、

ど
う
い
う
方
を
想
定
し
て
い
る
の
か
。

6
　
心
理
を
勉
強
し
た
職
員
と
教
員

の
Ｏ
Ｂ
を
考
え
て
い
る
。

5
　
現
場
か
ら
要
請
が
あ
っ
て
増
員

す
る
の
か
。

6
　
就
学
に
関
す
る
相
談
に
つ
い
て

は
今
ま
で
年
長
の
子
供
た
ち
を
対
象

と
し
て
い
た
が
、
４
歳
児
、
５
歳
児

の
段
階
か
ら
、
で
き
る
だ
け
き
め
細

や
か
に
相
談
に
乗
っ
て
年
長
時
の
就

学
相
談
に
う
ま
く
つ
な
げ
て
い
く
こ

と
を
目
的
に
し
て
い
る
。
２
名
増
員

し
た
結
果
、
ど
う
い
う
効
果
が
あ
る

の
か
、
ど
の
程
度
必
要
性
が
あ
る
の

か
３
年
間
で
検
証
し
て
い
き
た
い
。

●
駐
輪
場
等
条
例
一
部
改
正

5
　
指
定
管
理
者
を
導
入
す
る
こ
と

で
期
待
さ
れ
る
効
果
と
し
て
、
コ
ス

ト
削
減
を
挙
げ
て
い
る
が
、
ど
れ
く

ら
い
の
費
用
が
か
か
っ
て
い
て
、
導

入
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
ど
れ
だ
け
の

経
費
削
減
が
で
き
る
と
見
込
ん
で
い

る
の
か
。

6
　
費
用
と
し
て
は
指
定
管
理
料
と

し
て
１
億
円
、
巡
回
指
導
が
約
１
５

０
０
万
円
、
自
転
車
保
管
所
業
務
が

約
１
０
０
０
万
円
で
あ
る
。
以
前
か

ら
価
格
競
争
を
し
て
い
る
の
で
各
経

費
の
節
減
に
つ
い
て
は
難
し
い
が
、

駐
輪
場
業
務
を
一
体
的
に
管
理
す
る

た
め
、
市
の
人
件
費
削
減
分
を
含
め

て
１
０
０
０
万
円
ほ
ど
安
く
な
る
。

●
字
の
区
域
及
び
名
称
の
変
更

5
　
土
地
の
歴
史
や
文
化
は
、
何
か

し
ら
の
形
で
残
す
べ
き
だ
。
こ
れ
か

ら
は
歴
史
や
文
化
に
配
慮
す
る
よ
う

検
討
し
て
ほ
し
い
が
ど
う
か
。

6
　
字
名
を
検
討
す
る
際
は
、
市
と

組
合
が
歴
史
や
地
域
の
特
性
も
考
慮

し
な
が
ら
名
称
を
協
議
し
て
い
る
。

●
27
年
度
一
般
会
計
補
正
予
算

5
　
柏
駅
東
口
Ｄ
街
区
第
一
地
区
再

開
発
事
業
に
つ
い
て
、
労
務
費
や
資

材
費
の
高
騰
に
よ
る
建
設
工
事
費
増

額
分
を
国
が
補
助
す
る
と
の
こ
と
だ

が
、
組
合
が
施
行
す
る
場
合
も
補
助

す
る
と
い
う
仕
組
み
は
以
前
か
ら
の

も
の
な
の
か
。

6
　
こ
の
補
助
に
つ
い
て
は
、
平
成

26
年
12
月
に
国
か
ら
通
知
が
あ
り
、

現
時
点
で
は
26
年
度
分
と
27
年
度
分

の
建
設
工
事
費
の
高
騰
分
に
つ
い
て

上
乗
せ
支
援
を
す
る
こ
と
に
な
っ
て

い
る
。

市民
環境委員会

5月13・14日 総
　務委員会

5月12・13日

建設
経済委員会

5月13・14日

教育
民生委員会5月18・19日

委員会視察委員会視察委員会視察
　本会議最終日、議員提出議案２件を可決し、国に意見書を提出いたしま

した。提出した意見書の内容は、以下のとおりです。議員提出議案　国へ意見書

委員会審査委員会審査委員会審査
総

務

委

員

会

市
民
環
境
委
員
会

建
設
経
済
委
員
会

教
育
民
生
委
員
会

　市長から提出された条例や補正予算などの

議案について、各委員会で審査されたものを

お知らせします。

義務教育費国庫負担制度の堅持に関する意見書

　教育の機会均等やその水準を確保するための基盤づくりは国の重要

な責務であり、義務教育費国庫負担制度は、まさにその責務を果たす

ために設けられた制度である。

　政府は、国家財政の悪化から同制度を見直し、その負担を地方に転

嫁する意図のもとに、義務教育費国庫負担金の減額や義務教育費国庫

負担制度そのものの廃止にも言及している。

　地方財政においても厳しさが増している今、義務教育費国庫負担制

度の見直しは、義務教育の円滑な推進に大きな影響を及ぼすことが憂

慮される。また、当該制度が廃止された場合、義務教育の水準に格差

が生まれることは必至である。

　よって、政府においては、子供たちの教育に責任を持つとともに、

教育水準の維持向上と地方財政の安定を図るため、義務教育費国庫負

担制度を堅持するよう強く要望する。

　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

　　平成２７年６月２５日

千葉県柏市議会

内閣総理大臣、財務大臣、文部科学大臣、総務大臣　あて

平成２８年度教育予算拡充に関する意見書

　現在我が国の教育はいじめ、不登校、少年による凶悪犯罪、経済的課題に起因
する教育格差など、深刻な問題を抱えている。また、東日本大震災や福島第一原
子力発電所事故からの復興は、教育現場においてもいまだ厳しい状況にあると言
わざるを得ない。
　そのような中、社会変化に対応した学校教育の推進や教育環境の整備促進、教
育諸課題に対応する教職員定数の確保は急務である。
　厳しい財政状況にある中、地方自治体がより充実した教育施策を推進するには、
国からの財政的支援等が不可欠である。
　よって、政府においては、下記の施策を講じるとともに、その施策の推進に係
る予算の充実を図るよう強く要望する。

記
１　震災からの教育復興にかかわる予算の拡充を十分に図ること。
２�　少人数学級を実現するため、公立義務教育諸学校の教職員定数を改善する計
画を早期に策定・実現すること。
３�　保護者の教育費負担を軽減するため、義務教育教科書無償給与制度を堅持す
ること。
４�　現在の経済状況をかんがみ、就学援助にかかわる予算をさらに拡充すること。
５�　子供たちが地域で活動できる総合型地域クラブの育成等環境、条件を整備す
ること。
６�　危険校舎、老朽校舎の改築や更衣室、洋式トイレの設置等の公立学校施設整
備費を充実すること。
７�　子供の安全と充実した学習環境を保障するために、基準財政需要額を見直し、
地方交付税交付金を増額すること。
　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

　　平成２７年６月２５日
千葉県柏市議会

内閣総理大臣、財務大臣、文部科学大臣、総務大臣　あて


